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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
 (注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第38期第２四半期連結累計期間、第39期第

２四半期連結累計期間、第38期第２四半期連結会計期間及び第38期は、１株当たり四半期（当期）純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため、第39期第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第２四半期連結
累計期間

第39期
第２四半期連結

累計期間

第38期
第２四半期連結

会計期間

第39期 
第２四半期連結 

会計期間
第38期

会計期間

自  平成21年
    ６月１日 
至  平成21年 
    11月30日

自  平成22年
    ６月１日 
至  平成22年 
    11月30日

自  平成21年
    ９月１日 
至  平成21年 
    11月30日

自  平成22年 
    ９月１日 
至  平成22年 
    11月30日

自  平成21年
    ６月１日 
至  平成22年 
    ５月31日

売上高 (千円) 4,782,590 4,561,293 2,493,482 2,379,500 9,894,445 

経常利益 (千円) 52,284 20,937 113,699 147,608 475,556 

四半期純利益又は 
四半期(当期)純損失(△) 

(千円) △2,731,776 △38,580 △92,006 63,003 △2,358,375

純資産額 (千円) ― ― 11,329,716 11,407,912 11,654,447 

総資産額 (千円) ― ― 19,695,679 18,027,512 19,099,203 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 428.15 431.11 440.42 

１株当たり四半期純利益 
金額又は１株当たり四半 
期(当期)純損失金額(△) 

(円) △103.23 △1.46 △3.48 2.38 △89.12

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 57.5 63.3 61.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,602,870 1,033,548 ― ― 3,286,391 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △288,420 △339,989 ― ― △731,042

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,348,766 △890,677 ― ― △2,543,265

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 2,320,727 2,107,258 2,316,049 

従業員数 (名) ― ― 306 305 294 
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当第２四半期連結会計期間において、当社企業集団（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注)  連結子会社Ortho Development Corporationの従業員数については、同社の第２四半期会計期間末である平成22

年９月30日現在のものを利用しております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年11月30日現在

従業員数(名) 305 

 平成22年11月30日現在

従業員数(名) 234 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記金額は製造原価により、製品の再加工費等が含まれております。また、消費税等は含まれておりませ

ん。  

  
(2) 受注実績 

当企業集団では、見込み生産を行っているため、該当する事項はありません。 

  
(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
      (注) セグメント間の取引については相殺消去しております。また、上記金額に、消費税等は含まれておりま 

      せん。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称及び品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

医  療 
機器類

日本 81,511 ―

 人工関節  55,046 ―

 脊椎固定器具  ― ―

 その他  26,465 ―

米国  450,166 ―

 人工関節  442,246 ―

 脊椎固定器具  7,931 ―

 その他  △12 ―

合計  531,678 ―

セグメントの名称及び品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

医  療 
機器類

日本 1,997,413 ―

 骨接合材料  1,010,445 ―

 人工関節  619,036 ―

 脊椎固定器具  168,478 ―

 その他  199,452 ―

米国  382,086 ―

 人工関節  303,142 ―

 脊椎固定器具  78,368 ―

 その他  575 ―

合計  2,379,500 ―
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当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社企業集団（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析 

当企業集団の当第２四半期連結会計期間における売上高は、2,379百万円（前年同四半期比4.6％

減）、営業利益178百万円（同45.0％減）、経常利益147百万円（同29.8％増）、四半期純利益63百万円

（前年同四半期は四半期純損失92百万円）となりました。  

 主な要因は次のとおりであります。 

売上高は、国内売上高が平成22年４月に行われた償還価格引下げの影響を大きく受ける結果となり、

また、競合他社との競争激化により減収（同6.2％減）となりました。一方、海外売上高においては連

結子会社Ortho Development Corporation（以下ODEV社）の売上が順調に伸長（同4.8％増）しました。

この結果、売上高合計は2,379百万円（同4.6％減）の計上となりました。 

営業利益では、償還価格引き下げの影響や、自社製品売上高比率が前年同四半期36.2％から35.3％に

減少したことなどから、売上原価率は39.7％（同7.1ポイント増加）となりました。販売費及び一般管

理費は、ODEV社での研究開発費用の増加がありましたが、人件費、減価償却費の減少などから1,256百

万円（同7.4％減）となり、営業利益は178百万円（同45.0％減）の計上となりました。 

経常利益は、当第２四半期連結会計期間での対ドル為替レートに大幅な変動が生じなかったことか

ら、若干の為替差益の計上（前年同四半期は為替差損159百万円を計上）となり、有利子負債削減に伴

う支払利息の減少などから経常利益147百万円（同29.8％増）の計上となりました。 

特別損失は、固定資産除却損など13百万円を計上しました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本  

  売上高は1,997百万円、営業利益は137百万円となりました。 

②米国  

  売上高は654百万円、営業利益は61百万円となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べ1,071百万円減少し、

18,027百万円となりました。 

 主な減少は、現金及び預金208百万円、商品及び製品394百万円、工具、器具及び備品141百万円であ

ります。 

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比べ825百万円減少し、6,619

百万円となりました。  

  主な減少は、短期借入金765百万円、未払法人税等146百万円であり、主な増加は、支払手形及び買掛

金163百万円です。 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比べ246百万円減少し、

11,407百万円となりました。 

  主な減少は、利益剰余金170百万円であります。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比べ61百

万円減少し、2,107百万円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

たな卸資産の増減額が437百万円減少したこと、前受金の増減額が299百万円減少したことなどによ

り、前年同四半期比454百万円減少の546百万円のネット入金額となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

医療工具類等の有形固定資産の取得による支出262百万円などから、前年同四半期比96百万円支出増

加の274百万円のネット支払額となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

短期借入金の返済164百万円、長期借入金の返済170百万円などにより、333百万円のネット支払額と

なりました。  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は64百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

該当する事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当する事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当する事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当する事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,728,000 

計 37,728,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年11月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年１月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,475,880 26,475,880 
東京証券取引所  
市場第一部

単元株式数は 
100株であります。

計 26,475,880 26,475,880 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年11月30日 ― 26,475 ― 3,001,929 ― 2,587,029 
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(6) 【大株主の状況】 

  

 
 (注)１ 所有株式数は、千株未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２ 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を切り捨てて表示しております。 

  

  平成22年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５－１号 7,942 30.00 

渡邉崇史 三重県四日市市 1,444 5.45 

渡辺康夫 東京都世田谷区 1,012 3.82 

島崎一宏 東京都練馬区 893 3.37 

シービーエヌワイ ディエフエイ  
インターナショナル スモール  
キャップ バリュー ポートフォリオ  
（常任代理人 シティバンク銀行株
式会社） 

388 ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ  ＳＴＲＥＥＴ, 
ＮＹ, ＮＹ 10013, ＵＳＡ 
  
（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 
  

457 1.72 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 413 1.56 

㈱アイ・ティー・ティー 東京都渋谷区上原１丁目30－2 396 1.49 

日下部 博 東京都港区 390 1.47 

渡邉藍子 東京都大田区 309 1.16 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 297 1.12 

計 ― 13,558 51.21 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注)  単元未満株式には、当社所有の自己株式が57株含まれております。 

  

  

② 【自己株式等】 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  株価は、東京証券取引所市場一部におけるものであります。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までに役員の異動はありません。 

  

  平成22年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      13,800 

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  26,402,900 264,029 同上

単元未満株式 普通株式    59,180 ― 同上

発行済株式総数 26,475,880 ― ―

総株主の議決権 ― 264,029 ―

 平成22年11月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社日本エム・ディ・
エム 

東京都新宿区市谷台町12-
２ 13,800 ― 13,800 0.05 

計 ― 13,800 ― 13,800 0.05 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

最高(円) 265 261 223 223 210 192 

最低(円) 225 221 196 198 168 163 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年９月１日から平成21年11月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年６月１日から平成21年11月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年９月１日から平成22年11月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年６月１日から平成22年11月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年９月

１日から平成21年11月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年６月１日から平成21年11月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年９月１日から平成22年11月30

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年６月１日から平成22年11月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、優成監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,107,258 2,316,049

受取手形及び売掛金 1,888,471 1,888,003

商品及び製品 6,074,264 6,468,609

仕掛品 55,950 49,120

原材料及び貯蔵品 421,928 485,431

繰延税金資産 361,237 336,061

その他 386,245 651,717

貸倒引当金 △14 △49

流動資産合計 11,295,342 12,194,944

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  667,275 ※１  684,613

機械装置及び運搬具（純額） ※１  36,392 ※１  48,195

工具、器具及び備品（純額） ※１  1,936,549 ※１  2,077,961

土地 2,153,147 2,155,461

その他 74,058 44,878

有形固定資産合計 4,867,422 5,011,109

無形固定資産 130,218 139,928

投資その他の資産   

投資有価証券 7,036 7,986

繰延税金資産 1,656,868 1,672,881

その他 73,002 74,732

貸倒引当金 △2,379 △2,378

投資その他の資産合計 1,734,528 1,753,221

固定資産合計 6,732,169 6,904,259

資産合計 18,027,512 19,099,203

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 440,189 277,111

短期借入金 4,772,937 5,537,942

リース債務 1,214 1,214

未払法人税等 58,294 204,826

未払費用 349,399 382,587

未払金 167,897 161,404

その他 358,614 332,864

流動負債合計 6,148,547 6,897,951

固定負債   

長期借入金 － 80,000

リース債務 4,048 4,656

退職給付引当金 439,657 457,188

資産除去債務 22,386 －

長期未払金 3,960 3,960

長期預り金 1,000 1,000

固定負債合計 471,052 546,805

負債合計 6,619,600 7,444,756
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,001,929 3,001,929

資本剰余金 2,587,029 2,587,029

利益剰余金 5,825,850 5,996,741

自己株式 △26,024 △26,019

株主資本合計 11,388,784 11,559,679

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 836 1,399

為替換算調整勘定 18,291 93,368

評価・換算差額等合計 19,127 94,767

純資産合計 11,407,912 11,654,447

負債純資産合計 18,027,512 19,099,203
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 4,782,590 4,561,293

売上原価 ※  1,732,918 ※  1,771,671

売上総利益 3,049,672 2,789,621

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 60,774 60,416

販売促進費 86,255 75,331

広告宣伝費 8,472 16,267

給料及び手当 961,139 936,772

退職給付費用 1,905 10,236

法定福利費 102,380 106,193

福利厚生費 54,355 41,926

旅費及び交通費 69,508 80,995

減価償却費 431,422 357,836

租税公課 28,823 25,442

研究開発費 74,610 122,605

その他 768,129 733,722

販売費及び一般管理費合計 2,647,779 2,567,747

営業利益 401,893 221,873

営業外収益   

受取利息 167 522

受取配当金 188 205

業務受託料 － 12,619

保険配当金 2,366 －

その他 8,622 10,347

営業外収益合計 11,345 23,695

営業外費用   

支払利息 77,166 43,145

手形売却損 3,995 3,184

為替差損 235,911 133,541

シンジケートローン手数料 41,826 41,894

その他 2,053 2,865

営業外費用合計 360,954 224,632

経常利益 52,284 20,937
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3,965 34

特別利益合計 3,965 34

特別損失   

固定資産売却損 373 3,051

固定資産除却損 50,169 25,867

たな卸資産評価損 3,740,000 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,607

特別損失合計 3,790,543 37,526

税金等調整前四半期純損失（△） △3,734,293 △16,554

法人税、住民税及び事業税 68,407 49,472

法人税等調整額 △1,070,925 △27,446

法人税等合計 △1,002,517 22,026

四半期純損失（△） △2,731,776 △38,580
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 2,493,482 2,379,500

売上原価 ※  812,037 ※  944,158

売上総利益 1,681,445 1,435,341

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 31,586 30,957

販売促進費 38,271 38,178

広告宣伝費 4,959 12,814

貸倒引当金繰入額 2 1

給料及び手当 493,434 448,235

退職給付費用 952 264

法定福利費 53,306 51,597

福利厚生費 26,966 19,042

旅費及び交通費 40,005 43,036

減価償却費 216,447 174,063

租税公課 14,988 13,393

研究開発費 38,511 64,616

その他 396,731 360,266

販売費及び一般管理費合計 1,356,165 1,256,467

営業利益 325,280 178,874

営業外収益   

受取利息 71 61

為替差益 － 221

業務受託料 － 7,656

保険配当金 2,366 －

その他 3,674 5,563

営業外収益合計 6,112 13,502

営業外費用   

支払利息 34,228 20,485

手形売却損 1,900 1,472

為替差損 159,579 －

シンジケートローン手数料 20,699 21,073

その他 1,286 1,736

営業外費用合計 217,693 44,768

経常利益 113,699 147,608

特別損失   

固定資産売却損 249 125

固定資産除却損 36,907 13,534

たな卸資産評価損 240,000 －

特別損失合計 277,157 13,659

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△163,458 133,949

法人税、住民税及び事業税 66,198 28,287

法人税等調整額 △137,649 42,657

法人税等合計 △71,451 70,945

四半期純利益又は四半期純損失（△） △92,006 63,003
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △3,734,293 △16,554

減価償却費 469,955 390,968

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,965 △34

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,106 △17,531

受取利息及び受取配当金 △356 △728

支払利息及び手形売却損 81,161 46,330

シンジケートローン手数料 41,826 41,894

為替差損益（△は益） 236,958 145,708

固定資産除売却損益（△は益） 50,543 28,919

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,607

売上債権の増減額（△は増加） △70,518 72,968

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,327,104 284,864

仕入債務の増減額（△は減少） 46,861 175,870

未払賞与の増減額（△は減少） 23,526 △8,541

未払又は未収消費税等の増減額 △15,102 70,931

前受金の増減額（△は減少） 299,789 90

その他 △48,285 33,901

小計 1,695,099 1,257,665

利息及び配当金の受取額 342 635

利息の支払額 △78,233 △46,861

シンジケートローン手数料の支払額 △1,826 △1,894

法人税等の支払額 △12,512 △175,996

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,602,870 1,033,548

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △277,683 △328,474

有形固定資産の売却による収入 1,572 418

無形固定資産の取得による支出 △11,409 △13,238

その他 △900 1,305

投資活動によるキャッシュ・フロー △288,420 △339,989

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,000,067 △364,460

長期借入金の返済による支出 △620,000 △395,000

リース債務の返済による支出 △1,597,164 －

自己株式の取得による支出 △56 △4

配当金の支払額 △131,612 △131,212

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,348,766 △890,677

現金及び現金同等物に係る換算差額 47,838 △11,673

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,522 △208,791

現金及び現金同等物の期首残高 2,307,205 2,316,049

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,320,727 ※  2,107,258
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【継続企業の前提に関する事項】 

 該当する事項はありません。 

  
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  
【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

項目
当第２四半期連結累計期間 

(自  平成22年６月１日  至  平成22年11月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益が964千円減少し、税金等調

整前四半期純損失が9,572千円増加しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日  至  平成22年11月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

１．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「保険配当金」は、当第２四半

期連結累計期間において、営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めてお

ります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は2,609千円でありま

す。 

２．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「業務受託料」は、営業外収益

の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「業務受託料」は、2,893千円であり

ます。 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年９月１日  至  平成22年11月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「保険配当金」は、当第２四半

期連結会計期間において、営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めてお

ります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は2,609千円でありま

す。 

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「業務受託料」は、営業外収益

の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「業務受託料」は、1,704千円であり

ます。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日） 

    該当する事項はありません。 

  
【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 
  

項目
当第２四半期連結累計期間 

(自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が第１四半期連結会計

期間末に算定したものと著しい変動がないと認められるため、第１四

半期連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定して

おります。 

２  たな卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末におけるたな卸資産の評価方法につい

ては、前連結会計年度と同様に、販売期間が一定の回転期間を超える

ものについて規則的に帳簿価額を切り下げる評価方法を適用しており

ますが、当該評価方法に用いる一部の基礎的数値については、前連結

会計年度と同一の数値を使用し算定しております。 

３  固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

４  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額

控除項目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以

降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

当第２四半期連結会計期間末  
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末 
(平成22年５月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 9,358,768千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 9,275,752千円

 

  ２ コミットメントライン契約  

        当社は機動的な資金調達と安定性の確保を狙い

とし、シンジケーション方式による短期コミット

メントライン契約を取引銀行４行と締結しており

ます。  

 当第２四半期連結会計期間末における短期コミ

ットメントライン契約に係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

 
  

 コミットメントラインの総額 5,000,000千円

 借入実行残高 3,100,000千円

   差引 1,900,000千円

  ２ コミットメントライン契約  

        当社は機動的な資金調達と安定性の確保を狙い

とし、シンジケーション方式による短期コミット

メントライン契約を取引銀行４行と締結しており

ます。  

 当連結会計年度末における短期コミットメント

ライン契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。  

 

 コミットメントラインの総額 5,000,000千円

 借入実行残高 3,500,000千円

   差引 1,500,000千円

 

(自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※ 売上原価に含まれるたな卸資産評価損 

   
 たな卸資産評価損 41,942千円

※ 売上原価に含まれるたな卸資産評価損 

 
 たな卸資産評価損 33,767千円

 

― 19 ―



第２四半期連結会計期間 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年11月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年６月１日  

至  平成22年11月30日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  
２  自己株式の種類及び株式数 

 
  
３  新株予約権等の四半期連結会計期間末残高 

該当する事項はありません。 

  
４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当する事項はありません。 

  
５  株主資本の著しい変動に関する事項 

該当する事項はありません。 

(自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※ 売上原価に含まれるたな卸資産評価損 

   
 たな卸資産評価損 △34,634千円

※ 売上原価に含まれるたな卸資産評価損 

 
 たな卸資産評価損 15,981千円

 

(自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

   

現金及び預金 2,320,727千円

現金及び現金同等物 2,320,727千円

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

 

現金及び預金 2,107,258千円

現金及び現金同等物 2,107,258千円

 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 26,475,880 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,857 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月20日 
定時株主総会 

普通株式 132,310 5.00 平成22年５月31日 平成22年８月23日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日) 

  

 当企業集団における事業の種類は「医療機器事業」のみであるため、該当する事項はありません。 
  

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年９月１日  至  平成21年11月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。  

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米……米国 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年６月１日  至  平成21年11月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。  

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米……米国 

  

 
日本
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 2,128,954 364,528 2,493,482 ― 2,493,482 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 872 179,779 180,652 (180,652) ―

計 2,129,826 544,308 2,674,134 (180,652) 2,493,482 

営業利益 207,932 53,447 261,380 63,899 325,280 

 
日本
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 4,121,793 660,797 4,782,590 ― 4,782,590 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 872 316,062 316,934 (316,934) ―

計 4,122,665 976,859 5,099,524 (316,934) 4,782,590 

営業利益 206,839 49,547 256,386 145,506 401,893 
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【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年９月１日  至  平成21年11月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域  

北米……米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年６月１日  至  平成21年11月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域  

北米……米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  
１  報告セグメントの概要 

当企業集団における事業の種類は「医療機器事業」の単一セグメントでありますが、報告セグメント

は分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため

に定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

  当企業集団は「医療機器事業の整形外科用品」を製造・販売しており、日本には親会社である株式会

社日本エム・ディ・エム（当社）、米国に海外子会社（Ortho Development Corporation）が独立し

た経営単位として事業活動を展開しております。  

 したがって当企業集団は、製造・販売を基礎とした地域別（国別）セグメントから構成されており、

「日本」、「米国」の２つを報告セグメントとしております。 

  

 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 362,475 2,052 364,528 

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 2,493,482 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 14.5 0.1 14.6 

 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 655,918 4,878 660,797 

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 4,782,590 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 13.7 0.1 13.8 
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 当第２四半期連結累計期間(自  平成22年６月１日  至  平成22年11月30日) 

  

 
 (注)１ セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去16,858千円が含まれています。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 当第２四半期連結会計期間(自  平成22年９月１日  至  平成22年11月30日) 

  

 
 (注)１ セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去19,991千円が含まれています。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当する事項はありません。 

  

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書  
計上額 
(注)２日本 米国 計

売上高   

 外部顧客への売上高 3,793,520 767,772 4,561,293 ― 4,561,293 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 236 487,861 488,097 △488,097 ―

計 3,793,757 1,255,633 5,049,391 △488,097 4,561,293 

セグメント利益 127,182 111,549 238,732 △16,858 221,873 

  (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書  
計上額 
(注)２日本 米国 計

売上高   

 外部顧客への売上高 1,997,413 382,086 2,379,500 ― 2,379,500 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

― 272,352 272,352 △272,352 ―

計 1,997,413 654,438 2,651,852 △272,352 2,379,500 

セグメント利益 137,262 61,602 198,865 △19,991 178,874 
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(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当する事項はありません。なお、ヘッジ

会計が適用されているものについては記載対象から除いているため、記載する事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当する事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当する事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい

変動が認められないため、注記を省略しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号 平成20年３月31日）を適用しているため、第１四半期連結会計期間の期首における残高を前連結

会計年度の末日における残高としております。 

  

(賃貸等不動産関係) 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準

第20号 平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。 

  

  

(１株当たり情報) 

１．  １株当たり純資産額 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年５月31日)

  

 431.11円
 

440.42円
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２. １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

 
  

  

第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

 
  

  

(自  平成21年６月１日 
至  平成21年11月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日 
至  平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失金額(△) △103.23円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。 
 

１株当たり四半期純損失金額(△) △1.46円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。 

項目 (自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△) 
(千円) 

△2,731,776 △38,580

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △2,731,776 △38,580

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 26,462,210 26,462,029 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

― ―

(自  平成21年９月１日 
至  平成21年11月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年９月１日 
至  平成22年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間

１株当たり四半期純損失金額(△) △3.48円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。 
 

１株当たり四半期純利益金額 2.38円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

項目 (自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は 
四半期純損失(△)(千円) 

△92,006 63,003 

普通株式に係る四半期純利益又は 
四半期純損失(△)(千円) 

△92,006 63,003 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 26,462,152 26,462,023 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

― ―
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(重要な後発事象) 

    該当する事項はありません。 

  

  

(リース取引関係) 

    該当する事項はありません。 

  

  

  

    該当する事項はありません。 

２ 【その他】

― 26 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年１月12日

株式会社日本エム・ディ・エム 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本エム・ディ・エムの平成21年６月１日から平成22年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年６月１

日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本エム・ディ・エム及び連結子

会社の平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

優成監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加  藤  善  孝   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  狐  塚  利  光   印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年１月12日

株式会社日本エム・ディ・エム 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本エム・ディ・エムの平成22年６月１日から平成23年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成22年９月1日から平成22年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年６月１

日から平成22年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本エム・ディ・エム及び連結子

会社の平成22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

優成監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加  藤  善  孝   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  狐  塚  利  光   印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年１月14日 

【会社名】 株式会社日本エム・ディ・エム 

【英訳名】 Japan Medical Dynamic Marketing，INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大川 正男 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区市谷台町12番2号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 大川正男は、当社の第39期第２四半期(自 平成22年９月１日 至 平成22年11月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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